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第１章 滋賀県の社会経済動向

１. 人口の推移

（１） 滋賀県の人口

国勢調査によると、戦後85万人前後で推移していたが高度経済成長期を経て、昭和42年から増加し続け、

平成20年には140万人を超えた。しかし、平成25年の約142万人をピークに人口減少に転じている（図1-1-1）。

◆国勢調査に基づく人口の推移（図1-1-1）

資料：総務省「令和２年国勢調査」
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(２) 人口構成

①年齢階層別人口構成

本県の令和６年10月１日現在の人口の年齢階層別構成をみると、年少人口(0～14歳)は178,171人(県人

口の13.0％)、生産年齢人口(15～64歳)は815,522人(同59.6％)、老年人口(65歳以上)は374,970人(同27.4％)

となり、老年人口が前年を上回った。

全国の構成比と比較すると、年少人口(0～14歳)は全国を上回って推移しており、生産年齢人口(15～64

歳)も全国を上回って推移している。また、老年人口(65歳以上)は、増加しているものの全国を下回って推移

している。

本県は、全国と比べると年少人口の割合が高く、老年人口が低い人口構成となっているものの、全国に遅

れながらも高齢化は着実に進展している（図1-1-2）。

資料：滋賀県統計課｢滋賀県推計人口年報｣

◆年齢階層別人口構成の推移 (図1-1-2)
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②地域別人口

県内を７つのブロックに分けた地域別人口を見ると、大津、南部は697,092人で、面積的には県土の14.5％

の地域に県全体の人口の49.8％が集中している。前年と比較して、人口は南部地域で増加、その他の地域

で減少し、県全体では0.38％減少している （図1-1-3）。

◆地域別人口 (図1-1-3)

資料：滋賀県統計課「滋賀県推計人口年報」

地域区分

大 津：大津市

南 部：草津市、守山市、栗東市、野洲市

甲 賀：甲賀市、湖南市

東近江：近江八幡市、東近江市、日野町、竜王町

湖 東：彦根市、愛荘町、豊郷町、甲良町、多賀町

湖 北：長浜市、米原市

高 島：高島市
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②産業大分類別

第一次産業の就業者数は、昭和40年から昭和60年まで、10年ごとに半減し、これに伴い第二次産業およ

び第三次産業の就業者構成が大きくなっている。これをさらに産業大分類別にみると、「製造業」が26.2％、

「卸売業、小売業」が13.9％、「医療、福祉」が12.7％となっており、これら３業種で全体の過半数を占めている

(図1-2-2）。

◆産業大分類別就業者数（図1-2-2)

資料：総務省「令和２年国勢調査」

農林漁業, 2.4%

建設業, 5.7%

製造業, 26.2%

運輸業，郵便業, 4.6%

卸売業，小売業, 13.9%
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生活関連サービス業，娯楽業, 3.2%

教育，学習支援業, 5.4%

医療，福祉, 12.7%

サービス業（他に分類されないもの）, 5.7%

公務, 3.3%

その他, 12.0%

令和２年
就業者数
666,602人

２. 産業構造

(１) 就業者数

①産業３部門別

令和２年国勢調査によれば、県内の就業者数は666,602人で、第一次産業の就業者数は15,971人(就業者

数の2.4％）、第二次産業の就業者数は212,389人(同31.9％)、第三次産業(分類不能の産業も含む）の就業

者数は438,242人(同65.7％)となっている（図1-2-1）。

◆産業3部門別就業者の推移 (図1-2-1)

注）第３次産業は「分類不能の産業」を含む。 資料：総務省「令和２年国勢調査」
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◆産業大分類別民営事業所数 （図1-2-5）

資料：総務省「令和３年経済センサス－活動調査」

農林漁業, 1.4%

建設業, 9.9%
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令和３年
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(２) 事業所数

①事業所数の推移

経済センサス－基礎調査によると、令和元年の事業所数(国および地方公共団体の事業所を含む)は、

65,633事業所となっている。そのうちの民営事業所(国及び地方公共団体の事業所を除く事業所)について、

経済センサス－基礎調査によると、令和元年の民営事業所数は63,832事業所で、前回の平成26年調査から

7,128 事業所増加した(図1-2-3,4)。

◆事業所数の推移 （図1-2-3） ◆民営事業所数の推移 （図1-2-4）

資料：総務省｢令和元年経済センサス－基礎調査｣
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②産業大分類別

民営事業所について、産業大分類別にみると「卸売業、小売業」が21.9％、「建設業」が9.9％、 「宿泊業、

飲食サービス業」が9.7％ 、「製造業」が9.3％となっており、これら４業種で全体の過半数を占めている（図1-

2-5）。
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②産業大分類別

民営事業所の従業者について、産業大分類別にみると、「製造業」が26.9％ 、「卸売業、小売業」が17.8％、

「医療、福祉」が13.0％、 「宿泊業、飲食サービス業」が7.9％となっている。（図1-2-8）。

◆産業大分類別従業者数 (図１-2-8)

資料：総務省「令和３年経済センサス－活動調査」

(３) 従業者数

①従業者数の推移

経済センサス－活動調査によると、令和３年６月１日現在の従業者数(国および地方公共団体の事業所の

従業者を含む)は、673,444人となっている。うち、民営事業所(国および地方公共団体の事業所を除く事業所)

の従業者は617,826人で、平成28年調査から15,226人増加した（図1-2-6,7）。

◆従業者数の推移 （図1-2-6）

◆民営事業所の従業者数の推移 （図1-2-7）

資料：総務省「令和３年経済センサス－活動調査」

注）従業者とは調査時点で，当該事業所に所属して働いている全ての人をいう。当該事業所から賃金・給与(現物給与を含む。) を支給されていない人は従業者に
含めない。 なお、個人経営の事業所の家族従業者は、賃金・給与を支給されていなくても従業者としている。

資料：総務省「令和３年経済センサス－活動調査」
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◆経済活動別県内総生産(名目)構成比（図1-2-10）

資料：滋賀県統計課｢滋賀県民経済計算｣

(４) 県内総生産

①産業３部門別

令和４年度の県内総生産（＝県内総支出）は、名目で7兆60億円となった。令和４年度の県内総生産を経

済活動別にみると、第一次産業は337億円(県内総生産の0.5％)、第二次産業は3兆2,834億円(同46.9％)、第

三次産業は3兆6,495億円(同52.1％)となっている（図1-2-9）。（県内総生産は、総資本形成に係る消費税等

を含むため、比率の合計は100を下回る。）

県の構成比では第二次産業が46.9％であるのに対し、全国平均は24.7％となっており、本県は第二次産

業の構成比が極めて高いことがうかがえる。

◆産業3部門別県内総生産(名目)の推移 （図1-2-9）

資料：滋賀県統計課｢滋賀県民経済計算｣

②産業大分類別
産業大分類別に構成比をみると、製造業が41.8％を占めており、次いで不動産業が9.3％、保健衛生・社会

事業が7.7％、卸売・小売業が6.4％となっている（図1-2-10）。
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③経済成長率

本県の令和４年度の経済成長率は、名目で1.7％、物価変動の影響を除いた実質で1.5％となり、名目・実

質ともに２年連続のプラス成長となった。

我が国の経済成長率は、名目で2.3％、実質で1.4％となっており、本県は名目で0.6ポイント下回り、実質で

は0.1ポイント上回っている(図1-2-11,12)。
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④県内総生産が国内総生産に占める割合

令和４年度の本県の県内総生産は名目で7兆60億円で、国内総生産は名目で566兆4,897億円であった。

県内総生産が国内総生産に占める割合は1.24％となった（図1-2-13）。

◆県内総生産が国内総生産に占める割合の推移 （図1-2-13）

資料：滋賀県統計課「滋賀県民経済計算」、内閣府「国民経済計算年報」

◆経済成長率（名目）の推移 （図1-2-11）

資料：滋賀県統計課「滋賀県民経済計算」、内閣府「国民経済計算年報」

資料：滋賀県統計課「滋賀県民経済計算」、内閣府「国民経済計算年報」

◆経済成長率（実質）の推移（図1-2-12）
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◆1人あたり県(国)民所得と対全国比の推移 (図1-2-15)

資料：滋賀県統計課「滋賀県民経済計算」

内閣府「国民経済計算年報」

⑤県内総生産の構成比の変遷

本県の県内総生産の構成比について、令和４年度は第一次産業が0.5％、第二次産業が46.9％、第三次

産業が52.1％となった。令和３年度と比較して、第一次産業の割合は同水準で推移し、第二次産業の割合は

減少し、第三次産業の割合は増加した（図1-2-14）。

◆県内総生産の構成比の推移 (図1-2-14)

資料：滋賀県統計課「滋賀県民経済計算」

(５) 県民所得

令和４年度の県民所得(分配)は、4兆6,386億円で、対前年度比2.7％増となっている。また、1人あたり県民

所得は、329万2千円となっている。

1人あたり国民所得は327万8千円となっており、1人当たり県民所得が1人当たり国民所得を0.4％上回って

いる（図1-2-15）。



(６) 開業率・廃業率

本県における令和５年度の開業率は3.6％、廃業率は3.4％となっており、開業率が廃業率を上回っている

（図1-2-16, 17）。

◆滋賀県の開業率・廃業率の推移（図1-2-16）

◆全国の開業率・廃業率の推移（図1-2-17）

資料：厚生労働省「雇用保険事業月報・年報」

注1) 開業率＝当該年度に雇用関係が新規に成立した事業所数／前年度末の適用事業所数
2) 廃業率＝当該年度に雇用関係が消滅した事業所数／前年度末の適用事業所数
3) 適用事業所とは、雇用保険に係る労働保険の保険関係が成立している事業所数である。
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３. 滋賀県の経済動向

(１) 滋賀県の経済の動き

【～昭和30年代】

本県は、古くから東海道や中山道といった交通の要衝であり、人や物が交流する結節点として発展し、そ

れぞれの時代に合致した文化と産業が育まれてきた。

明治20年代からは、鉄道の整備が進み、それを基盤として地域産業の振興が進められ、主に繊維産業

を中心に中小規模の地場産業が発展してきた。さらに、豊富な労働力と県内で産出された亜炭および琵琶

湖の水を利用して東洋レーヨンが化学繊維の工場を設置したほか、いくつかの大規模工場もあったが、総じ

て第一次産業を中心とする農業県であった。また、商業は江戸時代からの近江商人の伝統を受け継ぎ、広

域志向を大きな特徴としていた。したがって、海外展開する商店も多数存在し、我が国を代表する企業へと

発展するものも多かった。しかしながら、県内の商業は、大都市に近接していた影響もあり、一部の都市を除

いてあまり発展を見なかった。

昭和20年代後半より、工場誘致による産業振興を図るため、工場誘致政策委員会を設置したが、前提と

なる社会資本の整備の遅れなどから当初の成果は乏しく、本格的な企業立地が進展するのは、昭和30年代

以降であった。

昭和31年の「経済白書」は、「もはや戦後ではない」との副題を掲げ、我が国は高度経済成長期に移行し

始めた。県では昭和35年、初めての総合計画「県勢振興の構想」が策定され、工業振興によって県民所得を

全国水準に引き上げることを目標に、「県工業開発促進条例」を制定し、工場誘致による地域振興を目指し

た。 昭和30年代後半は、名神高速道路、東海道新幹線が開通し、工業団地の造成も進み、急速に工業立

地が進展し始めた。

【昭和40～50年代】

昭和40年代は、人口増加とともに、道路整備の進展や工業団地の積極的な造成を背景として、名神高速

道路沿いに、電気機械、一般機械、金属およびプラスチックをはじめとした加工組立産業の立地が進んだ。

以後、広域的な利便性と大都市への近接性等、交通・物流上の優位性から、大企業を中心に電気・電子を

はじめ、一般機械関係の部品等を製作する中小受託関連産業等の集積が広く進み、全国有数の工業県へ

と変貌を遂げた。しかしながら、急激な経済成長や人口増加の一方で、琵琶湖の水質に異変が生じるなど、

琵琶湖の環境保全という課題を抱えることとなった。

昭和48年と昭和54年の２度にわたるオイルショックは、本県経済にも相当の影響を与え、工業立地件数・

面積が減少し、経済成長率も鈍化したが、全国の動きに比べると堅調に推移してきた。

【昭和60～平成一桁代】

昭和61年末から平成３年にかけての平成景気においては、経済成長率もやや高まりを見せたが、バブル

崩壊によって工業出荷額や付加価値額は低下し、実質経済成長率は全国平均を下回り、マイナスを記録し

た。バブル崩壊以降、我が国を取り巻く社会・経済環境は急速に変化し、グローバル化やIT化、科学技術の

進展等を背景に、国際的な地域間競争の時代に突入した。

また、平成元年から平成15年にかけて、県立大学の開設や理工系大学の進出が相次ぎ、産学官連携の

システムが整えられた。
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【平成10～30年代】

平成11年には、本県を「たくましい経済県」として維持・発展させるために、滋賀県産業支援プラザを設立し

た。滋賀県産業支援プラザでは、経済の構造変化に対応できる企業の育成および新産業創出にかかる経営、

技術等に関する支援を総合的・一体的に実施している。

景気は、平成11年頃からＩＴ関連産業を中心として一時的に回復基調に転じたものの、本格的な自律的回

復にはいたらず、景気低迷は長期化の様相を呈した。加えて、産業競争力の強化から、企業の生産拠点の

海外進出が進み、産業空洞化に対する懸念が浮上する等、本県産業を取り巻く環境は、これまでとは違った

厳しいものとなった。その後は、平成14年1月を景気の谷に、平成19年10月まで、いざなぎ景気を超える景気

拡大期間となった。

平成20年には、米国の金融危機に端を発した世界的な景気悪化により、本県経済も製造業の生産の減少

や、雇用情勢の悪化など深刻な状況となった。その後は、アジアを中心とする新興国向けの輸出増加と国の

景気刺激策により、緩やかな回復局面に入った。しかし、平成23年3月11日に発生した東日本大震災では、

サプライチェーンの寸断や自粛ムード等による消費マインドの低下等の影響を受けた。

こうした中、本県では、経済や社会の持続的な発展にはその主役である中小企業の活性化が不可欠であ

るとの認識の下、平成25年4月に「滋賀県中小企業の活性化の推進に関する条例」を施行した。本条例では、

中小企業を地域の経済や社会の主役と捉え、関係者が連携して中小企業の活性化を支援していくこととされ

ており、本県産業振興の基本として施策を展開している。

以後の景気は、平成26年の消費税率引き上げや輸入物価の上昇等の影響を受けて、回復力に弱さが見

られる局面もあった。その後、徐々にその影響も和らぎつつあったが、平成30年には米中貿易戦争が表面化

し、その影響が日本経済にも及んだ。

【令和元年～】

令和元年10月には３度目の消費税率引き上げが実施され、消費税軽減税率やキャッシュレス決済による

ポイント還元制度が導入された。

令和２年に新型コロナウイルスの感染が拡大して以降、令和５年に新型コロナウイルス感染症が感染法

上の５類へ移行されるまで、新型インフルエンザ等対策特別措置法に基づく緊急事態宣言の発出やまん延

防止等重点措置が適用されるなど、人やモノ、金の動きが制限された状態により、本県経済のみならず、国

内外の経済に大きな影響を与えた。

令和４年以降、ウクライナ情勢に起因し、原材料・エネルギー等価格が高騰しており、円安の進行も重なる

中で、幅広い企業に影響が及んでいる状況であり、コロナ禍以降、県内企業の倒産や休廃業・解散の件数

は増加傾向にある。

物価高騰の影響が長期化する中、令和６年３月には、日本銀行により８年以上続いたマイナス金利政策

が解除されるなど、「賃金と物価の好循環」に向けた分岐点となった。

令和７年は、大阪・関西万博やわたSHIGA輝く国スポ障スポが開催され、これらを契機とした経済交流が

活発化された。しかし、米国の通商政策により世界経済の不確実性が高まったほか、物価高騰や人材不足

が続く中、令和７年の春闘では、約30年ぶりとなる高水準の賃上げとなった前年を上回る賃上げが実現し、

県の最低賃金も過去最大の上昇となった。
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戦後の経済年表（政策の変遷）
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年 国 滋 賀

戦
後
復
興
期

２５ ・国土総合開発法施行(S25)
(1950) 神

武
景
気

３０ 経済自立５カ年計画(S30.12) ガットに加盟(S30.9)
(1955) 国連に加盟(S31.12)

高
度
成
長
期

岩
戸
景
気

EEC発足(S34.1)
３５ 国民所得倍増計画(S35.12) 県勢振興の構想(S35)

(1960)
OECD加盟(S39.4)
東京オリンピック開催(S39.10) 滋賀県総合開発計画(S39)

中期経済計画(S40.1)
４０

(1965) い
ざ
な
ぎ
景
気

経済社会発展計画(S42.3) 第２次滋賀県総合開発計画(S42)

・新全国総合開発計画
新経済社会発展計画(S45.5) 大阪万博開催(S45.3)

４５ 円切り上げ

(1970) 工業構造が重化学工業から機械系加工組立工業へ

経済社会基本計画(S48.2) 円変動相場制に移行(S48.2) 滋賀県総合発展計画(S48)
第１次石油危機(S48.10)

５０ 50年代前期経済計画(S51.5) 第１回サミット開催(S50.11)
(1975) ・第３次全国総合開発計画

新経済社会７カ年計画(S54.8) 第２次石油危機(S54) 滋賀県長期構想(S54)

５５
(1980) 経済社会展望と指針(S58.8)

テクノポリス法制定(S58) 活力ある滋賀の産業振興構想
びわこ国体・びわこ大会開催（S56）

６０
(1985) NTT・日本たばこ発足(S60.4)

・第４次全国総合開発計画 プラザ合意(S60.9)民活法(S60)

平
成
景
気

経済運営５カ年計画(S63.5) JR発足(S62.4) 湖国21世紀ビジョン(S62)
１

(1989) 消費税導入（３％）(H元.4)
生活大国５カ年計画(H4.6)

ウルグアイラウンド交渉妥結(H5.12)

５

(1993) 構造改革のための経済社会計画(H7.12) ＷＴＯ発足(H7.1) 滋賀県産業振興指針(H7)

消費税率の引き上げ（５％）(H9.4) 新・湖国ストーリー2010(H9)

アジア通貨危機(H9)

１０

(1998) 経済社会のあるべき姿と経済新生の 中小企業基本法改正(H11.12)

政策方針(H11.7)
新省庁体制(H13.1)

景
気
拡
大

１５ 滋賀県産業振興新指針策定(H15)
(2003)

滋賀県中期計画(H15)

道路公団分割・民営化(H17.10)

経済成長戦略大綱(H18.6)

定率減税全廃(H19.1) 滋賀県基本構想（H19.12）
郵政民営化(H19.10)

２０ 洞爺湖サミット開催（H20.7） 滋賀県産業振興新指針改定（H20.7）
(2008) 原油価格過去最高値（H20.7）

２３
(2011)

為替相場過去最高値を更新（H23.3）
滋賀県基本構想（H23.3）

（2011） 滋賀県産業振興戦略プラン策定（H23.3）

２５ 滋賀県中小企業の活性化の推進に関する条例（H25.4）

(2013)
消費税率の引き上げ（8％）(H26.4)

２７
(2015)

環太平洋戦略的経済連携協定（TPP）
大筋合意（H27.10）

滋賀県基本構想「夢や希望に満ちた豊かさ実感・滋賀
～みんなでつくろう！新しい豊かさ～」（H27.3）
滋賀県産業振興ビジョン（H27.3）
近江の地場産業および近江の地場産品の振興に関する条例
（Ｈ28.3）

伊勢志摩サミット開催（H28.5） 近江の地酒でもてなし、その普及を促進する条例（Ｈ28.3）

２９

(2017) 日EU経済連携協定（EPA）署名（H30．7）

令和元年 日欧ＥＰＡ発足（Ｈ31.2）

（2019） 改正入管法施行（Ｈ31.4） Ｇ20大阪サミット（R元.6）

消費税率の引き上げ（10％）(R元.10)

２ 滋賀県産業振興ビジョン2030（R2.3）

（2020） 緊急事態宣言発出（R2.4）

３
(2021)

まん延等防止等重点措置（R3.8）、
緊急事態宣言発出（R3.8,9）

４
（2022）

物価高克服、経済再生実現のための総合経済対
策（R4.10）

ビワイチ推進条例（R4.3)

５ デフレ完全脱却のための総合経済対策(R5.11) G7広島サミット開催（R5.5）

（2023）

６ 春闘において賃上げ率5.33%と33年ぶりの 日銀17年ぶりに利上げ（マイナス金利終了） 滋賀県中小企業の活性化の推進に関する条例 改正（R6.3）

（2024） 高水準を記録（R6.7） (R6.3) 滋賀県産業立地戦略（R6.3）

７ 米国による追加関税措置公表（R7.4）および 大阪・関西万博開催（R7.4） わたSHIGA輝く国スポ・障スポ 2025開催（R7.9～10）

（2025） 日米合意（R7.7） 滋賀県企業立地および先端技術研究開発の促進等による

成長産業振興条例（R8.3）
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県 県人口の推移 備 考

178千世帯 86万人

177千世帯 85万人

●｢県工業開発促進条例」を制定し工場誘致を促進 183千世帯 84万人 国道１号整備完了(S35)

名神高速道路部分開通（栗東－尼崎）
琵琶湖大橋開通(S39)

●工業団地の先行型造成推進

195千世帯 85万人 名神高速道路全通(S40)

●内陸工業地帯の建設・琵琶湖工場誘致条例(S43) 湖南工業団地完成(S43)

県公害防止条例制定(S44) 215千世帯 89万人 東名高速道路開通(S44)

●知的生産の拡大、環境と調和した産業育成

近江大橋開通、湖西線開通(S49)

251千世帯 99万人

●第２次産業から第３次産業へ

●工業の量的拡大から質的向上へ 303千世帯 108万人 北陸自動車道開通(S55)

名神竜王IC開通(S56)

●ソフト基盤の整備

●低工業集積地域の整備 330千世帯 116万人

161湖西道路開通(S61)

●自前企業の育成 京滋バイパス開通(S63)
●研究開発型企業の導入 龍谷大学開校(H元)

●情報ネットワーク、学術研究機関の基盤整備 351千世帯 121万人 近江水口テクノパーク完成(H元)

リゾートネックレス構想(H2)

384千世帯 126万人 成安造形大学開校(H5)

161高島バイパス80％開通(H5)

●創造・共生・交流で拓く ～しが・産業新時代 立命館大学開校(H6)

滋賀県立大学開校(H7)
●活力に満ちた新しい産業の振興 161西大津バイパス開通(H7)
・地域特性を活かした工業振興 新名神(第2名神)高速道路工事着工(H7)

・にぎわいを創出する商業・サービス業の振興 びわ湖東部中核工業団地完成(H9)

430千世帯 132万人

(財)滋賀県産業支援プラザ設置(H11)

県立レンタルラボ （県立大学･工業技術総合センター内) 整備(H11)

県立レンタルファクトリー整備(H12)
161湖北バイパス開通(H13)

●産学官連携体制の構築と創造型・自律型産業 474千世帯 137万人 SOHOビジネスオフィス(米原)整備(H14)

構造への転換 SOHOビジネスオフィス(草津)整備(H15)
甲南フロンティアパーク完成(H15)

●地域の活力と未来を育む｢たくましい経済県｣づくり 長浜バイオ大学開校(H15)

びわこ成蹊スポーツ大学、聖泉大学開校(H15)
●滋賀県経済振興特別区域制度(H16) コラボしが21開設(H16)

立命館BKCインキュベータ開設(H16)

496千世帯 138万人

長浜バイオインキュベーションセンター開設(H18)
琵琶湖環状線開通(H18)

●未来を拓く共生社会へ
・「人」、「自然」、「地と知」の力を活かす
●活力ある“滋賀”の未来を拓く産業の創出

新名神高速道路開通（H20）

大津市中核市へ移行(H21)

●「住み心地日本一の滋賀」を目指して 536千世帯 141万人

●人を育て産業をつなぐ滋賀の戦略の推進に向けて

湖東三山スマートIC、蒲生スマートIC開通(H25)

558千世帯 142万人

栗東湖南IC開通（H28）
滋賀竜王工業団地完成（H28）
小谷城スマートIC開通（H29）
ジェトロ滋賀貿易情報センター開設（H29）

578千世帯 141万人

多賀スマートIC開通（R５）

国道1号バイパス全線開通（R7.8）



県：H27=100
国：R2=100

滋 賀 県 国

鉱工業総合 生産用機械 汎用・業務用機械 化学工業 プラスチック製品 輸送機械 鉱工業総合

令和2年 100 100 100 100 100 100 100

令和3年 103.2 137.1 107.2 87.6 102.9 96.4 105.4

令和４年 99.1 149.7 105.5 74.7 96.4 98.6 105.3

令和５年 93.6 147.2 96.6 74.5 88.6 92.2 103.9

令和６年 97.9 206.2 85.8 96.6 90.7 69.5 101.5

①鉱工業生産指数

令和６年の本県の鉱工業生産指数(令和２年=100)の総合平均は、原指数で97.9で前年比4.6％増となり、

前年を上回った。

全国の状況は、総合平均指数（令和２年=100）が、令和６年は原指数で前年比2.3％減となり、３年連続で

前年を下回った。（表1-3-1,図1-3-1）。

(２) 生産動向

◆鉱工業生産指数(季節調整済指数)の推移（図1-3-1）

資料：滋賀県統計課「鉱工業指数」、経済産業省「鉱工業指数」

第１部 統計資料

第

１
部

◆鉱工業生産指数(原指数)の推移（表1-3-1）

資料：滋賀県統計課「鉱工業指数」、経済産業省「鉱工業指数」
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(３) 投資動向

①公共工事請負金額

保証実績からみた令和６年の本県の公共工事請負件数は、2,092件で前年比1.1％増となり、２年連続で前

年実績を上回った。請負金額は1,831億円で前年比9.6％増となり、２年連続で前年実績を上回った。

全国の状況は、請負金額が令和６年は16兆3,085億円で前年比11.8％増となり、２年連続で前年実績を上

回った（図1-3-2,3）。

93.7

106.6

89.7

94.5
96.3

109.4

93.4

-20

-10

0

10

20

30

40

50

60.0

70.0

80.0

90.0

100.0

110.0

120.0

1月

(R７)

2月 3月 4月 5月 6月 7月

（％）総合平均

（滋賀県)

前月比

(滋賀県)

前月比

(全国)



8,208 

9,399 
8,924 

9,414 

8,712 8,838 

9,715 

10,653 

9,166 8,945 

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

（戸）

（年）

持家 貸家 給与住宅 分譲住宅

1,321 

996 

1,445 

1,079 

1,289 

1,418 

1,610 

1,507 

1,670 

1,831 

-30

-20

-10

0

10

20

30

40

50

0

500

1,000

1,500

2,000

H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6
（年）

（％）（億円）

請負金額 前年比

◆公共工事請負金額の推移(保証実績)（図1-3-2、1-3-3）

資料：西日本建設業保証(株)滋賀支店「公共工事動向」
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②新設住宅着工戸数

令和６年の本県の新設住宅着工戸数は、8,945戸で前年比2.4％減となり、２年連続で前年実績を下回った。

持家、貸家、給与住宅、分譲住宅のすべてで前年実績を下回った。

全国の状況は、年間総着工戸数が令和６年は792,069戸で前年比3.4％減となり、４年連続で前年を下回っ

た（図1-3-4,5）。

◆新設住宅着工戸数内容別の推移（図1-3-4、1-3-5）

資料：国土交通省「住宅着工統計調査報告」

(４) 消費動向

①百貨店・スーパー販売額

令和６年の本県の百貨店・スーパー（従業員50人以上で売場面積が1,500㎡以上）販売額は、2,719億円で

前年比1.0％増、店舗調整済では前年比3.4％増となり、販売額は３年連続で前年実績を上回った。

全国の状況をみると、令和６年は22兆4,112億円で前年比3.7％増、店舗調整済では前年比3.6％増となり、

販売額、店舗調整済ともに前年実績を上回った（図1-3-6,7）。

63 35 209 305 215 255 122

-40

-30

-20

-10

0

10

20

30

40

50

60

70

0

50

100

150

200

250

300

350

1月

(R7)

2月 3月 4月 5月 6月 7月

（％）（億円） 請負金額（滋賀県）
前年同月比（滋賀県）
前年同月比（全国）

517 506 1,164 324 591 467 593 
-80.0

-60.0

-40.0

-20.0

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1月

(R７)

2月 3月 4月 5月 6月 7月

（％）（戸） 戸数（滋賀県）

前年同月比（滋賀県）

前年同月比（全国）



108.5 108.3 108.4 109.0 109.7 109.7 109.6

125.3 125.7
126.1 126.5 126.4 126.3 126.6

100.0

110.0

120.0

130.0

140.0

1月

(R7)

2月 3月 4月 5月 6月 7月

消費者物価指数(大津市) 企業物価指数（総平均）

4,625 

5,030 

6,094 

4,186 
3,871 

4,762 4,446 

-60.0

-40.0

-20.0

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

1月

(R7）

2月 3月 4月 5月 6月 7月

（％）（台） 台数（滋賀県）
前年同月比（滋賀県）
前年同月比（全国）

58,530 57,664 
60,289 61,155 61,046 

53,083 52,201 
48,808 

57,387 

52,867 

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

（台）

（年）

普通乗用車 小型乗用車 軽乗用車

2,740 

2,682 

2,647 

2,612 

2,570 

2,663 

2,625 
2,639

2,691
2,719

-10.0

-5.0

0.0

5.0

10.0

2,200

2,300

2,400

2,500

2,600

2,700

2,800

H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

（％）（億円）

(年）

販売金額 前年比

第１部 統計資料

第

１
部

18

◆百貨店・スーパー販売額の推移(店舗調整済)（図1-3-6、1-3-7）

資料：近畿経済産業局「百貨店・スーパー販売状況」、経済産業省「商業動態統計調査」

注１） 「百貨店・スーパー販売額」は「大型小売店販売額」から名称変更されたもの。
注２） 店舗調整済とは、調査対象商店の定義変更および異動があった場合、前年同月比を当年および前年とも調査対象となった商店のみで算出した数値をいう。

②乗用車新規登録台数

令和６年の本県の乗用車新規登録台数は、52,867台で前年比7.9％減となり、２年ぶりに前年を下回った。

全国の状況をみると、令和６年は403.9万台で前年比1.4％増となり、２年連続で前年を上回った（図1-3-8,9）。

◆乗用車新規登録台数車種別の推移 （図1-3-8、1-3-9）

資料：滋賀県自動車税事務所、全国軽自動車協会連合会、日本自動車販売協会連合会

(５) 物価動向

令和７年１～７月の本県大

津市の消費者物価指数の総

合平均（令和２年 =100 ）は

109.0、令和７年１～７月にお

ける国内企業物価指数（令和

２年=100）の総平均は126.1で

あった。（図1-3-10）。

◆消費者物価、企業物価指数の推移（図1-3-10）

資料：滋賀県統計課、日本銀行
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第１ 第２ 第３ 第４ 第１ 第２ 第３ 第４ 第１ 第２ 第３ 第４ 第１ 第２ 第３ 第４ 第１ 第２
見通

し

R3（2021）年度 R4(2022)年度 R5(2023)年度 R6(2024)年度 R7（2025）年度

業況 ▲ 27.9▲ 20.7▲ 13.1▲ 24.4 ▲ 7.4 ▲ 13.0 ▲ 8.5 ▲ 9.6 ▲ 1.7 ▲ 1.6 ▲ 6.7 ▲ 11.2▲ 15.4 ▲ 8.3 ▲ 9.7 ▲ 11.8▲ 12.3▲ 16.7▲ 15.6

生産 ▲ 15.0 2.3 9.4 ▲ 9.1 ▲ 8.2 ▲ 7.0 ▲ 0.8 ▲ 10.3▲ 18.8 ▲ 5.6 ▲ 7.2 ▲ 12.7▲ 15.8▲ 22.0▲ 15.4▲ 12.6▲ 23.5▲ 15.5▲ 13.4

売上 ▲ 24.5▲ 14.9▲ 15.8▲ 20.8 ▲ 0.7 0.8 ▲ 1.6 ▲ 1.4 1.5 3.0 ▲ 6.5 ▲ 11.0 ▲ 9.7 ▲ 3.6 ▲ 5.0 ▲ 9.5 ▲ 9.6 ▲ 13.7▲ 17.7

経常利益 ▲ 24.7 ▲ 4.3 ▲ 0.6 ▲ 7.6 0.0 5.7 3.5 ▲ 3.6 10.2 15.6 12.2 10.8 9.1 9.8 9.5 5.8 7.9 2.1 3.0

雇用の水準 ▲ 18.6▲ 21.3▲ 29.4▲ 31.8▲ 32.8▲ 34.6▲ 39.6▲ 39.8▲ 41.3▲ 43.3▲ 37.1▲ 41.1▲ 34.3▲ 42.9▲ 39.4▲ 37.5▲ 36.7▲ 36.9▲ 37.5

▲ 50.0

▲ 40.0

▲ 30.0

▲ 20.0

▲ 10.0

0.0

10.0

20.0 業況 生産

売上 経常利益

雇用の水準

消費税増税（８→10%）

（R１年10月）

R1年度③県内業況DI：▲24.4

「新型コロナウイルス感染症」の感染拡大

（R２年１月～）

R２年度①県内業況DI：▲69.6（最低値）

R7年度②

県内業況DI：▲ 16.7
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①景況調査

滋賀県が年４回、四半期ごとに実施している景況調査による県内企業の景況感について、令和元年以降

の業況DIはマイナスを維持しており、令和２年4月-6月期には新型コロナウイルス感染拡大の影響により、業

況DIが▲69.6となった。現在は、業種によって景況感に違いがみられる。（図1-3-11,12,13,14）。

注） ＤＩ:「増加」・「好転」したとする企業割合から、「減少」・「悪化」したとする企業割合を差し引いた値

◆業況DIの推移(図1-3-11)

◆各種業況DIの推移（令和３年度第１四半期～令和７年度第２四半期）（図1-3-12）

(６）企業情勢

資料：滋賀県商工政策課

資料：滋賀県商工政策課



第１ 第２ 第３ 第４ 第１ 第２ 第３ 第４ 第１ 第２ 第３ 第４ 第１ 第２ 第３ 第４ 第１ 第２ 見通し

R3(2021)年度 R4(2022)年度 R5(2023)年度 R5(2024)年度 R7(2025)年度

全体 ▲ 28.0▲ 20.7▲ 13.1▲ 24.4 ▲ 7.4 ▲ 13.0 ▲ 8.5 ▲ 9.6 ▲ 1.7 ▲ 1.6 ▲ 6.7 ▲ 11.2▲ 15.4 ▲ 8.3 ▲ 9.7 ▲ 11.8▲ 12.3▲ 16.7▲ 15.6

製造業 ▲ 20.1 ▲ 4.5 ▲ 0.6 ▲ 13.2▲ 12.9▲ 15.1 ▲ 9.1 ▲ 25.2▲ 10.7 ▲ 8.8 ▲ 5.5 ▲ 17.2▲ 21.6▲ 20.6▲ 11.4▲ 11.6▲ 17.9▲ 15.3▲ 16.0

建設業 ▲ 31.4▲ 20.8▲ 22.0▲ 27.7▲ 21.9▲ 24.6▲ 18.8▲ 15.6▲ 11.0 ▲ 6.3 ▲ 15.9 ▲ 8.2 ▲ 12.2 ▲ 5.4 ▲ 11.5 ▲ 9.2 ▲ 8.0 ▲ 12.8▲ 16.3

卸売業 ▲ 36.4▲ 25.0▲ 11.8▲ 52.9 ▲ 4.5 ▲ 14.3▲ 26.7▲ 14.3 4.2 ▲ 13.8 ▲ 3.6 ▲ 20.0 ▲ 9.1 ▲ 6.5 ▲ 6.5 ▲ 19.4▲ 20.7▲ 18.2▲ 15.2

小売業 ▲ 44.0▲ 41.7▲ 53.3▲ 45.5 ▲ 5.6 ▲ 25.0▲ 25.6 ▲ 2.2 ▲ 5.6 0.0 ▲ 21.2 ▲ 2.9 ▲ 15.6 ▲ 6.3 ▲ 24.1▲ 10.3▲ 22.0▲ 29.6▲ 20.4

サービス業 ▲ 33.7▲ 34.0▲ 15.2▲ 28.0 10.6 1.9 11.9 12.0 17.0 12.0 3.7 ▲ 8.3 ▲ 10.9 3.0 0.0 ▲ 12.7 ▲ 1.8 ▲ 14.8▲ 12.4
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第１ 第２ 第３ 第４ 第１ 第２ 第３ 第４ 第１ 第２ 第３ 第４ 第１ 第２ 第３ 第４ 第１ 第２ 見通し

R3(2021)年度 R4(2022)年度 R5(2023)年度 R6(2024)年度 R7(2025)年度

全体 ▲ 27.9▲ 20.7▲ 13.1▲ 24.4 ▲ 7.4 ▲ 13.0 ▲ 8.5 ▲ 9.6 ▲ 1.7 ▲ 1.6 ▲ 6.7 ▲ 11.2▲ 15.4 ▲ 8.3 ▲ 9.7 ▲ 11.8▲ 12.3▲ 16.7▲ 15.6

大企業 2.9 18.2 12.1 ▲ 13.3 9.4 ▲ 6.9 ▲ 11.5 0.0 28.6 22.2 4.3 16.7 ▲ 8.8 0.0 5.9 13.3 ▲ 3.4 ▲ 9.1 4.5

中小企業 ▲ 31.8▲ 25.0▲ 15.6▲ 25.4 ▲ 8.8 ▲ 13.5 ▲ 8.3 ▲ 10.4 ▲ 3.9 ▲ 3.8 ▲ 7.4 ▲ 13.5▲ 15.8 ▲ 8.8 ▲ 10.9▲ 13.6▲ 13.0▲ 17.1▲ 16.7
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②企業倒産状況

令和６年の県内倒産企業（負債総額1,000万円以上）は、件数は138件で前年比35.3％増、負債総額約231

億円で前年比117.7％増となり、件数は３年連続で前年を上回り、負債総額も３年連続で前年を上回った。

業種別の倒産件数は、建設業が25件（倒産企業数の18.1％）、製造業が8件（同5.8％）、卸売・小売業、飲

食業が50件（同36.2％）、不動産業が３件（同2.2％）、運輸・通信業が14件（同10.1％）、サービス業（飲食業を

除く）が37件（同26.8％）、その他１件（同0.7％）となっている。

原因別の倒産件数は、販売不振が102件（倒産企業数の73.9％）、他社倒産の余波が11件（同8.0％）、既

往のしわ寄せ13件（同9.4％）、放漫経営が５件（同3.6％）、信用性低下が１件（同0.7％）、過小資本が１件（同

0.7％）、その他が５件（同3.6％）となっている（図1-3-15,16,17,18）。

◆企業規模別業況DIの推移（令和３年度第１四半期～令和７年度第２四半期）（図1-3-13）

◆業種別業況DIの推移（令和３年度第１四半期～令和７年度第２四半期)（図1-3-14)

資料：滋賀県商工政策課

資料：滋賀県商工政策課
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◆企業倒産件数および負債総額の推移（図1-3-15）

◆業種別倒産状況（図1-3-17） ◆原因別倒産状況（図1-3-18）

資料：東京商工リサーチ滋賀支店

◆企業倒産件数および負債総額の推移（図1-3-16）

資料：東京商工リサーチ滋賀支店
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県内景況調査コメント

円／ドル
製造
業

非製
造業

2023年8月 景気は、緩やかに回復している。 146.07 

2023年9月 景気は、緩やかに回復している。 149.44 0 16

2023年10月 景気は、緩やかに回復している。 149.45 

【2023年7月―9月期】
今期の県内企業の景況は、業況ＤＩ、生産ＤＩはマイナス幅
が縮小し、売上ＤＩ、経常利益ＤＩはプラス幅が拡大した。雇
用の水準ＤＩマイナス幅が拡大し、不足感が強まった。
来期（2023年10～12月期）の見通しについては、業況ＤＩは
マイナス幅が拡大し、生産ＤＩはマイナス幅が縮小し、売上ＤＩ
はマイナスに転じ、経常利益ＤＩはプラス幅が縮小する見通し。
雇用の水準ＤＩはマイナス幅が拡大し、不足感が強まる見通
し。

2023年11月
景気は、このところ一部に足踏みもみられるが、緩やかに回
復している。

146.98 

2023年12月
景気は、このところ一部に足踏みもみられるが、緩やかに回
復している。

141.62 5 18

2024年1月
景気は、このところ一部に足踏みもみられるが、緩やかに回
復している。

147.50 

【2023年10月―12月期】
今期の県内企業の景況は、業況ＤＩ、生産ＤＩはマイナス幅
が拡大し、売上ＤＩはマイナスに転じ、経常利益ＤＩはプラス幅
が縮小した。雇用の水準ＤＩマイナス幅が縮小し、不足感が
弱まった。
来期（2024年1～3月期）の見通しについては、業況ＤＩ、
生産ＤＩ、売上ＤＩはマイナス幅が拡大し、経常利益ＤＩはプラ
ス幅が縮小する見通し。雇用の水準ＤＩについてはマイナス
幅が拡大し、不足感が強まる見通し。

2024年2月
景気は、このところ足踏みもみられるが、緩やかに回復してい
る。

150.60 

2024年3月
景気は、このところ足踏みもみられるが、緩やかに回復してい
る。

151.25 4 18

2024年4月
景気は、このところ足踏みもみられるが、緩やかに回復してい
る。

156.82 

【2024年1月―3月期】
今期の県内企業の景況は、業況ＤＩ、生産ＤＩ、売上ＤＩはマ
イナス幅が拡大し、経常利益ＤＩはプラス幅が縮小した。雇
用の水準ＤＩはマイナス幅が拡大し、不足感が強まった。
来期の見通しについては、業況ＤＩ、生産ＤＩ、売上ＤＩはマ
イナス幅が縮小し、経常利益ＤＩはプラス幅が縮小する見通
し。雇用の水準ＤＩについてはマイナス幅が縮小し、不足感が
弱まる見通し。

2024年5月
景気は、このところ足踏みもみられるが、緩やかに回復してい
る。

156.65 

2024年6月
景気は、このところ足踏みもみられるが、緩やかに回復してい
る。

160.95 5 19

2024年7月
景気は、このところ足踏みもみられるが、緩やかに回復してい
る。

152.40 

【2024年4月―6月期】
今期の県内企業の景況は、業況ＤＩ、生産ＤＩはマイナス幅
が拡大し、売上ＤＩはマイナス幅が縮小し、経常利益ＤＩはプ
ラス幅が縮小した。雇用の水準ＤＩはマイナス幅が縮小し、
不足感が弱まった。
来期の見通しについては、業況ＤＩ、生産ＤＩはマイナス幅が
縮小し、売上Dはマイナス幅が拡大し、経常利益ＤＩはプラス
幅が縮小する見通し。雇用の水準ＤＩについてはマイナス幅
が拡大し、不足感が強まる見通し。

2024年8月
景気は、一部に足踏みが残るものの、緩やかに回復してい
る。

144.76 

2024年9月
景気は、一部に足踏みが残るものの、緩やかに回復してい
る。

142.65 5 20

2024年10月
景気は、一部に足踏みが残るものの、緩やかに回復し
ている。

153.50 

【2024年7月―9月期】
今期の県内企業の景況は、業況ＤＩ、売上ＤＩはマイナス幅
が縮小し、生産ＤＩはマイナス幅が拡大し、経常利益ＤＩはプ
ラス幅がやや拡大した。雇用の水準ＤＩはマイナス幅が拡大
し、不足感が強まった。
来期の見通しについては、業況ＤＩ、売上ＤＩはマイナス幅が
拡大し、生産ＤＩはマイナス幅が縮小し、経常利益ＤＩはプラ
ス幅が縮小する見通し。雇用の水準ＤＩについてはマイナス
幅がやや縮小し、不足感が弱まる見通し。
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経済動向の推移

※（為替レート）資料：日本銀行「主要時系列統計データ表」（為替相場 東京市場ドル・円スポット中心相場（月末））
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2024年11月 景気は、一部に足踏みが残るものの、緩やかに回復している。 150.00 

2024年12月 景気は、一部に足踏みが残るものの、緩やかに回復している。 157.83 8 20

2025年1月 景気は、一部に足踏みが残るものの、緩やかに回復している。 154.33 

【2024年10月―12月期】
今期の県内企業の景況は、業況ＤＩ、売上ＤＩはマイナス幅
が拡大し、生産ＤＩはマイナス幅が縮小し、経常利益ＤＩはプ
ラス幅がやや縮小した。雇用の水準ＤＩはマイナス幅が縮小し、
不足感が弱まった。
来期の見通しについては、業況ＤＩ、売上ＤＩはマイナス幅が
拡大し、生産ＤＩはマイナス幅が縮小し、経常利益ＤＩはプラ
ス幅が縮小する見通し。雇用の水準ＤＩについてはマイナス
幅が拡大し、不足感が強まる見通し。

2025年2月 景気は、一部に足踏みが残るものの、緩やかに回復している。 149.62 

2025年3月 景気は、一部に足踏みが残るものの、緩やかに回復している。 149.48 7 21

2025年4月
景気は、緩やかに回復しているが、米国の通商政策等による
不透明感がみられる。

142.52 

【2025年1月―3月期】
今期の県内企業の景況は、業況ＤＩ、売上ＤＩはマイナス幅
が拡大し、生産ＤＩはマイナス幅が縮小し、経常利益ＤＩはプ
ラス幅が縮小した。雇用の水準ＤＩはマイナス幅が縮小し、不
足感が弱まった。
来期の見通しについては、業況ＤＩ、売上ＤＩはマイナス幅が
拡大し、生産ＤＩは同水準で推移し、経常利益ＤＩはプラス
幅が縮小する見通し。雇用の水準ＤＩについてはマイナス幅
が拡大し、不足感が強まる見通し。

2025年5月
景気は、緩やかに回復しているが、米国の通商政策等による
不透明感がみられる。

143.88 

2025年6月
景気は、緩やかに回復しているが、米国の通商政策等による
不透明感がみられる。

144.74 7 21

2025年7月
景気は、米国の通商政策等による影響が一部にみられるもの
の、緩やかに回復している。

149.33 

【2025年4月―6月期】
今期の県内企業の景況は、業況ＤＩ、生産ＤＩ、売上ＤＩはマ
イナス幅が拡大し、経常利益ＤＩはプラス幅が拡大した。雇
用の水準ＤＩはマイナス幅がやや縮小し、不足感が弱まった。
来期の見通しについては、業況ＤＩ、売上ＤＩはマイナス幅が
拡大し、生産ＤＩは同水準で推移し、経常利益ＤＩはプラス
幅が縮小する見通し。雇用の水準ＤＩについてはマイナス幅
がやや縮小し、不足感が弱まる見通し。

2025年8月
景気は、米国の通商政策等による影響が一部にみられるもの
の、緩やかに回復している。

146.85 

2025年9月
景気は、米国の通商政策による影響が自動車産業を中心に
みられるものの、緩やかに回復している。

148.83 7 21

2025年10月
景気は、米国の通商政策による影響が自動車産業を中心に
みられるものの、緩やかに回復している。

153.98

【2025年7月―9月期】
今期の県内企業の景況は、業況ＤＩ、売上ＤＩ、はマイナス幅
が拡大し、生産ＤＩはマイナス幅が縮小し、経常利益ＤＩはプ
ラス幅が縮小した。雇用の水準ＤＩはマイナス幅がやや拡大し、
不足感が強まった。
来期の見通しについては、業況ＤＩ、生産ＤＩはマイナス幅が
縮小し、売上ＤＩはマイナス幅が拡大し、経常利益ＤＩはプラ
ス幅がやや拡大する見通し。雇用の水準ＤＩについてはマイナ
ス幅がやや拡大し、不足感が強まる見通し。

第１章 滋賀県の社会経済動向

第

１
部

23
※（為替レート）資料：日本銀行「主要時系列統計データ表」（為替相場 東京市場ドル・円スポット中心相場（月末））
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①輸出入概況

滋賀県貿易実態調査によると、令和５年の輸出額は4,324億20百万円で、輸入額は3,769億12百万円であ

った。令和５年は、輸出額は前年度を下回った一方、輸入額は前年度を上回った。（図1-3-19,20）。

（７） 貿易動向（令和５年滋賀県貿易実態調査から）

◆輸出額の推移（図1-3-19）

◆輸入額の推移（図1-3-20）

【注】
・貿易動向については「令和５年滋賀県貿易実態調査」の結果をまとめたものである。
・本調査は、本県の輸出入の傾向を知るため県内の従業員数30人以上の製造業者の事業所へ郵送により任意調査を行い、回答のあった事業所
（回答率 47.0％）の輸出入額（本社経由および親企業、商社経由等の間接輸出入を含む）を集計したものであり、必ずしも本県の総輸出入額とは言えない。
・大企業・中小企業の区分については、資本金の額または出資の総額が３億円以下の企業または常時使用する従業員数が300人以下の会社を中小企業とした。
・輸出入品目の分類は、日本標準産業分類を基本とした。
・本表の各数値の合計は四捨五入の関係で、付属資料表13の計欄における数値と一致しない場合がある。

企業区分では、中小企業の輸出額は、2,298億21百万円で前年比12.0％の増、輸入額は、791億82百万円

で前年比2.6％の減となっている。また、大企業の輸出額は、2,025億99百万円で前年比40.4％の減、輸入額

は、2,977億30百万円で前年比61.4％の増となっている。

商品別の輸出割合では、全体の72.1％を占める輸送用機械器具、電気機械器具、精密機械器具の機械

関連業種で前年比37.5％の増となっている。商品別の輸入では、全体の51.1％を占める化学製品で前年比

9.8％の増となっている。

仕向地別の輸出割合では、全体の56.3％を占めるアジア地域が前年比10.4％の減、北米地域が前年比

3.8％の増、西欧地域が前年比3.6％の増となっている。仕入地別の輸入では、アジア地域が前年比10.0％の

減、北米地域が前年比22.4％の増、西欧地域が前年比12.1％の減、となっている。

資料：滋賀県商工政策課｢令和５年滋賀県貿易実態調査｣

資料：滋賀県商工政策課｢令和５年滋賀県貿易実態調査｣
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②商品別輸出動向

商品別輸出実績では、輸送用機械器具製品が1,732億98百万円で最も多く、全体の40.1％を占めている。

次いで、電気機械器具製品の896億05百万円（構成比20.7％）、精密機械器具製品の490億53百万円（構成

比11.3％）の順となっており、これらで全体の72.1％を占めている。（図1-3-21）。

③仕向地別輸出動向

仕向地別輸出実績は、アジア向けが最も多く2,434億01百万円で全体の56.3％を占めている。次いで、北

米向けの972億01百万円（構成比22.5％）、西欧向けの587億48百万円（構成比13.6％）となっている。（図1-3

-22）。

◆商品別輸出額（令和５年）（図1-3-21）

◆仕向地別輸出額（令和５年）（図1-3-22）

資料：滋賀県商工政策課｢令和５年滋賀県貿易実態調査｣

資料：滋賀県商工政策課｢令和５年滋賀県貿易実態調査｣
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④商品別輸入動向

商品別輸入実績では、化学製品が1,926億96百万円で最も多く、全体の51.1％を占めている。次いで、電

気機械器具製品の587億16百万円（構成比15.6％）、輸送用機械器具製品の574億44百万円（構成比

15.2％）の順であり、これらで全体の81.9％を占めている。（図1-3-23）。

⑤仕入地別輸入動向

仕入地別輸入実績は、アジアが最も多く1,759億28百万円で全体の46.7％を占めている。次いで、西欧の

1,020億33百万円(構成比27.1％）、北米の961億04百万円（構成比25.5％）となっている。（図1-3-24）。

◆商品別輸入額（令和５年）（図1-3-23）

◆仕向地別輸入額（令和５年）（図1-3-24）

資料：滋賀県商工政策課｢令和５年滋賀県貿易実態調査｣
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資料：滋賀県商工政策課｢令和５年滋賀県貿易実態調査｣
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海外進出の状況

海外進出の最も多い地域は、仕向地別の輸出で56.3％を占めるアジア地域であり、169拠点に進出してい

る。次が北米地域の13拠点であり、西欧が6拠点でこれに続く。（表1-3-2）。

国別では、66拠点に進出している中国が最も多く、次いで、24拠点に進出しているタイ、14拠点に進出して

いるベトナムがこれに続く。（表1-3-3）。

◆海外拠点数（表1-3-2）

◆海外拠点を設置している国（表1-3-3）

注） 海外進出とは、生産拠点や販売拠点、研究開発拠点等による海外進出がある場合を指す。

国 拠点数 国 拠点数

韓国 10 ネパール 1

台湾 11 中近東その他 2

中国 66 イギリス 3

フィリピン 3 ドイツ 2

香港 6 オランダ 1

シンガポール 7 イタリア 1

タイ 24 米国 13

マレーシア 12 メキシコ 4

インドネシア 11 オーストラリア 1

インド 4 その他 5

ベトナム 14

地域 拠点数

アジア 169

西欧 6

南欧 1

北米 13

中南米 4

その他 8

計 201

資料：滋賀県商工政策課｢令和５年滋賀県貿易実態調査｣

資料：滋賀県商工政策課｢令和５年滋賀県貿易実態調査｣
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